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佐倉市条例第   号 

   佐倉市手数料条例の一部を改正する条例 

 佐倉市手数料条例（平成１２年佐倉市条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１の６０の項の次に次のように加える。 

６０の

２ 

建築基準法第５２条

第６項第３号の規定

による建築物の容積

率に関する特例の認

定の申請に対する審

査 

建築物の延べ面

積の特例認定申

請手数料 

 １件につき３９，

０００円 

 別表第１の６２の項の次に次のように加える。 

６２の

２ 

建築基準法第５３条

第５項の規定による

建築物の建蔽率に関

する特例の許可の申

請に対する審査 

建築物の建蔽率

の特例許可申請

手数料 

 １件につき４９，

０００円 

 別表第１の６５の項の次に次のように加える。 

６５の

２ 

建築基準法第５５条

第３項の規定による

建築物の高さに関す

る特例の許可の申請

に対する審査 

建築物の高さの

特例許可申請手

数料 

 １件につき１８

３，０００円 

 別表第１の６６の項中「第５５条第３項各号」を「第５５条第４項各号」に、

「高さの」を「高さに関する制限の適用除外に係る」に改め、同表６８の項の次

に次のように加える。 

６８の

２ 

建築基準法第５８条

第２項の規定による

建築物の高さに関す

る特例の許可の申請

に対する審査 

高度地区におけ

る建築物の高さ

の特例許可申請

手数料 

 １件につき１８

３，０００円 



 別表第１の８２の項及び８４の項中「既存建築物を除く」を「建築等に係る建

築物に限る」に改め、同表８５の項中「１敷地内認定建築物以外の建築物の建築

の」を「建築物の新築又は増築等の」に、「１敷地内認定建築物以外の建築物の

建築認定申請手数料」を「公告認定対象区域内における建築物の新築又は増築等

認定申請手数料」に、「１敷地内認定建築物を除く」を「新築又は増築等に係る

建築物に限る」に改め、同表８６の項中「よる１敷地内認定建築物以外の」を「よ

る」に、「１敷地内認定建築物以外の建築物の各部分の高さ又は容積率」を「公

告認定対象区域内における建築物の各部分の高さ又は容積率」に、「１敷地内認

定建築物を除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改め、同表８７の

項中「１敷地内許可建築物以外の建築物の建築」を「建築物の新築又は増築等の」

に、「１敷地内許可建築物以外の建築物の建築許可申請手数料」を「公告許可対

象区域内における建築物の新築又は増築等許可申請手数料」に、「１敷地内許可

建築物を除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改め、同表１２３の

項中「宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条第１項」を「宅地

造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条第１項」に改

め、同表１２４の項中「宅地造成等規制法第１２条第１項」を「宅地造成及び特

定盛土等規制法第１６条第１項」に改め、同表１３２の項中「第１０条第１号た

だし書」の次に「若しくは同条第２号ただし書」を加え、 

「 

住宅の用

途に供す

る部分を

有する建

築物（一戸

建ての住

宅を除く。

住 戸

の 部

分 

１戸のもの １件につき４，９００

円 

２戸以上５

戸以下のも

の 

１件につき９，６００

円 

６戸以上１

０戸以下の

１件につき１６，００

０円 



以下この

項におい

て同じ。） 

もの 

１１戸以上

２５戸以下

のもの 

１件につき２６，００

０円 

２６戸以上

５０戸以下

のもの 

１件につき４４，００

０円 

５１戸以上

１００戸以

下のもの 

１件につき８万円 

１０１戸以

上２００戸

以下のもの 

１件につき１２７，０

００円 

２０１戸以

上３００戸

以下のもの 

１件につき１６万円 

３０１戸以

上のもの 

１件につき１７１，０

００円 

共 用

部分 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル以下のも

の 

１件につき９，６００

円 

床面積の合

計が３００

平方メート

ルを超え１，

０００平方

メートル以

下のもの 

１件につき１６，００

０円 

床面積の合

計が１，００

０平方メー

トルを超え

２，０００平

方メートル

１件につき２６，００

０円 



以下のもの 

床面積の合

計が２，００

０平方メー

トルを超え

５，０００平

方メートル

以下のもの 

１件につき８万円 

床面積の合

計が５，００

０平方メー

トルを超え

１万平方メ

ートル以下

のもの 

１件につき１２７，０

００円 

床面積の合

計が１万平

方メートル

を超え２５，

０００平方

メートル以

下のもの 

１件につき１６万円 

床面積の合

計が２５，０

００平方メ

ートルを超

えるもの 

１件につき２０万円 

                          」を 

「 

共同住宅等 延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につき９，６００円 

延べ面積が

３００平方

１件につき２万円 



メートル以

上２，０００

平方メート

ル未満のも

の 

延べ面積が

２，０００平

方メートル

以上５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につき４４，０００

円 

延べ面積が

５，０００平

方メートル

以上のもの 

１件につき８万円 

                          」に、「住宅以外の用

途に供する部分」を「非住宅建築物」に、「以下」を「未満」に、「を超え」を「以

上」に、「を超えるもの」を「以上のもの」に、 

「 

備考 

１ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該建築に係る部分の

床面積と審査を要する既存部分の床面積の合計をいう。 

２ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第

１号イに規定する設計一次エネルギー消費量（以下「設計一次エネ

ルギー消費量」という。）を同令第４条第３項第１号の数値とした

住宅の用途に供する部分を有する建築物において建築物全体に係る

申請をする場合の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技術的

審査を受けたもの）の額は、住戸の数に応じ当該手数料の額の欄に

定める額に共用部分の延べ面積に応じ当該手数料の額の欄に定める

額を加算した額とする。 

３ 設計一次エネルギー消費量を建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第４条第３項第２号の数値とした住宅の用途に供する

部分を有する建築物において建築物全体に係る申請をする場合の低



炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受けたもの）

の額は、住戸の数に応じ当該手数料の額の欄に定める額とする。 

４ 住宅の用途に供する部分を有する建築物において建築物全体に

係る申請をする場合であって、その建築物に住宅以外の用途に供す

る部分を有するときの低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技

術的審査を受けたもの）の額は、備考２又は備考３の規定により算

出された額に、住宅以外の用途に供する部分の延べ面積に応じ当該

手数料の額の欄に定める額を加算した額とする。 

５ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定によ

る申出があった場合の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技

術的審査を受けたもの）の額は、低炭素建築物新築等計画認定申請

手数料（技術的審査を受けたもの）の節に掲げる区分に応じ当該手

数料の額の欄に定める額に、４７の項に掲げる区分に応じ当該手数

料の額の欄に定める額を加算した額とする。 

６ 低炭素建築物新築等計画について、都市の低炭素化の促進に関

する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第８６号）第４６条の

２の規定による軽微な変更に該当していることを証明する場合は、

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受けたも

の）に２分の１を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）とする。 

                                 」を 

「 

備考 

 １ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該建築に係る部分の

床面積と審査を要する既存部分の床面積の合計をいう。 

 ２ 複合建築物に係る低炭素建築物新築等計画認定申請手数料の額

は、当該複合建築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、住宅部

分についてはその単位住戸の数が一である場合にあっては一戸建

ての住宅と、その他の場合にあっては共同住宅等と、非住宅部分

については非住宅建築物とそれぞれみなして手数料の額を算定し

た場合の当該手数料の額に相当する額の合計額とする。 

 ３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定によ

る申出があった場合の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料

（技術的審査を受けたもの）の額は、低炭素建築物新築等計画認

定申請手数料（技術的審査を受けたもの）の節に掲げる区分に応



じ当該手数料の額の欄に定める額に、４７の項に掲げる区分に応

じ当該手数料の額の欄に定める額を加算した額とする。 

 ４ 低炭素建築物新築等計画について、都市の低炭素化の促進に関

する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第８６号）第４６条

の２の規定による軽微な変更に該当していることを証明する場合

は、低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受け

たもの）に２分の１を乗じて得た額（その額に１００円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

                                 」に 

改め、同表第１３３の項中 

「 

一戸建ての住宅 

 

１件につき３４，００

０円 

 

住宅の用

途に供す

る部分を

有する建

築物（一戸

建ての住

宅を除く。

以下この

項におい

て同じ。） 

住戸の部

分 

１戸のもの １件につき３４，００

０円 

２戸以上５戸以下のもの １件につき６８，００

０円 

６戸以上１０戸以下のもの １件につき９７，００

０円 

１１戸以上２５戸以下のも

の 

１件につき１３６，０

００円 

２６戸以上５０戸以下のも

の 

１件につき１９５，０

００円 

５１戸以上１００戸以下の

もの 

１件につき２８万円 

１０１戸以上２００戸以下

のもの 

１件につき３７９，０

００円 

２０１戸以上３００戸以下

のもの 

１件につき４９７，０

００円 

３０１戸以上のもの １件につき５８４，０



００円 

共用部分 床面積の合計が３００平方

メートル以下のもの 

１件につき１０９，０

００円 

床面積の合計が３００平方

メートルを超え１，０００

平方メートル以下のもの 

１件につき１３８，０

００円 

床面積の合計が１，０００

平方メートルを超え２，０

００平方メートル以下のも

の 

１件につき１７９，０

００円 

床面積の合計が２，０００

平方メートルを超え５，０

００平方メートル以下のも

の 

１件につき２７９，０

００円 

床面積の合計が５，０００

平方メートルを超え１万平

方メートル以下のもの 

１件につき３５９，０

００円 

床面積の合計が１万平方メ

ートルを超え２５，０００

平方メートル以下のもの 

１件につき４２９，０

００円 

床面積の合計が２５，００

０平方メートルを超えるも

の 

１件につき４９９，０

００円 

住宅以外

の用途の

みに供す

る建築物 

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準等を

定める省

令第１０

条第１号

イ(１)及

びロ(１)

によるも

の 

延べ面積が３００平方メー

トル以下のもの 

１件につき２４万円 

延べ面積が３００平方メー

トルを超え１，０００平方

メートル以下のもの 

１件につき２９９，０

００円 

延べ面積が１，０００平方

メートルを超え２，０００

平方メートル以下のもの 

１件につき３８３，０

００円 

延べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，０００

平方メートル以下のもの 

１件につき５４５，０

００円 

延べ面積が５，０００平方１件につき６６２，０



メートルを超え１万平方メ

ートル以下のもの 

００円 

延べ面積が１万平方メート

ルを超え２５，０００平方

メートル以下のもの 

１件につき７８８，０

００円 

延べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるもの 

１件につき８９９，０

００円 

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準等を

定める省

令第１０

条第１号

イ(２)及

びロ(２)

によるも

の 

延べ面積が３００平方メー

トル以下のもの 

１件につき８７，００

０円 

延べ面積が３００平方メー

トルを超え１，０００平方

メートル以下のもの 

１件につき１１万円 

延べ面積が１，０００平方

メートルを超え２，０００

平方メートル以下のもの 

１件につき１４５，０

００円 

延べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，０００

平方メートル以下のもの 

１件につき２３５，０

００円 

延べ面積が５，０００平方

メートルを超え１万平方メ

ートル以下のもの 

１件につき３０７，０

００円 

延べ面積が１万平方メート

ルを超え２５，０００平方

メートル以下のもの 

１件につき３６９，０

００円 

延べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるもの 

１件につき４３３，０

００円 

                                 」を 

「 

一戸建て

の住宅 

誘 導 仕

様 基 準

に よ る

もの 

延べ面積が２００平方メー

トル未満のもの 

１件につき１７，０００

円 

延べ面積が２００平方メー

トル以上のもの 

１件につき１８，０００

円 

建 築 物

エ ネ ル

延べ面積が２００平方メー

トル未満のもの 

１件につき３４，０００

円 



ギ ー 消

費 性 能

基 準 等

を 定 め

る 省 令

第 １ ０

条 第 ２

号 イ

( １ ) 及

び ロ

( １ ) に

よ る も

の 

延べ面積が２００平方メー

トル以上のもの 

１件につき３８，０００

円 

共同住宅

等 

誘 導 仕

様 基 準

に よ る

もの 

延べ面積が３００平方メー

トル未満のもの 

１件につき３２，０００

円 

延べ面積が３００平方メー

トル以上２，０００平方メー

トル未満のもの 

１件につき５６，０００

円 

延べ面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき１０３，００

０円 

延べ面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの 

１件につき１５５，００

０円 

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

基 準 等

を 定 め

る 省 令

第 １ ０

条 第 ２

号 イ

( １ ) 及

び ロ

( １ ) に

延べ面積が３００平方メー

トル未満のもの 

１件につき６８，０００

円 

延べ面積が３００平方メー

トル以上２，０００平方メー

トル未満のもの 

１件につき１１５，００

０円 

延べ面積が２０００平方メ

ートル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき１９５，００

０円 

延べ面積が５，０００平方メ

ートル以上のもの 

１件につき２８万円 



よ る も

の 

非住宅建

築物 

モ デ ル

建 築 物

基 準 に

よ る も

の 

延べ面積が３００平方メー

トル未満のもの 

１件につき８７，０００

円 

延べ面積が３００平方メー

トル以上１，０００平方メー

トル未満のもの 

１件につき１１万円 

延べ面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき１４５，００

０円 

延べ面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき２３５，００

０円 

延べ面積が５，０００平方メ

ートル以上１万平方メート

ル未満のもの 

１件につき３０７，００

０円 

延べ面積が１万平方メート

ル以上２５，０００平方メー

トル未満のもの 

１件につき３６９，００

０円 

延べ面積が２５，０００平方

メートル以上のもの 

１件につき４３３，００

０円 

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

基 準 等

を 定 め

る 省 令

第 １ ０

条 第 １

号 イ

( １ ) 及

び ロ

( １ ) に

よ る も

延べ面積が３００平方メー

トル未満のもの 

１件につき２２７，００

０円 

延べ面積が３００平方メー

トル以上１，０００平方メー

トル未満のもの 

１件につき２８４，００

０円 

延べ面積が１，０００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき３６７，００

０円 

延べ面積が２，０００平方メ

ートル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき５２４，００

０円 

延べ面積が５，０００平方メ

ートル以上１万平方メート

ル未満のもの 

１件につき６４５，００

０円 



の 延べ面積が１万平方メート

ル以上２５，０００平方メー

トル未満のもの 

１件につき７６２，００

０円 

延べ面積が２５，０００平方

メートル以上のもの 

１件につき８７万円 

                                 」に、 

「 

備考 

１ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該建築に係る部分の

床面積と審査を要する既存部分の床面積の合計をいう。 

２ 設計一次エネルギー消費量を建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第４条第３項第１号の数値とした住宅の用途に供す

る部分を有する建築物において建築物全体に係る申請をする場合

の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受けて

いないもの）の額は、住戸の数に応じ当該手数料の額の欄に定め

る額に共用部分の延べ面積に応じ当該手数料の額の欄に定める額

を加算した額とする。 

３ 設計一次エネルギー消費量を建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第４条第３項第２号の数値とした住宅の用途に供す

る部分を有する建築物において建築物全体に係る申請をする場合

の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受けて

いないもの）の額は、住戸の数に応じ当該手数料の額の欄に定め

る額とする。 

４ 住宅の用途に供する部分を有する建築物において建築物全体に

係る申請をする場合であって、その建築物に住宅以外の用途に供

する部分を有するときの低炭素建築物新築等計画認定申請手数料

（技術的審査を受けていないもの）の額は、備考２又は備考３の

規定により算出された額に、住宅以外の用途に供する部分の区分

及び延べ面積に応じ当該手数料の額の欄に定める額を加算した額

とする。 

５ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定によ

る申出があった場合の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料

（技術的審査を受けていないもの）の額は、低炭素建築物新築等

計画認定申請手数料（技術的審査を受けていないもの）の節に掲



げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額に、４７の項に掲

げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額を加算した額とす

る。 

６ 低炭素建築物新築等計画について、都市の低炭素化の促進に関

する法律施行規則第４６条の２の規定による軽微な変更に該当し

ていることを証明する場合は、低炭素建築物新築等計画認定申請

手数料（技術的審査を受けていないもの）に２分の１を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額）とする。 

                                 」を 

「 

備考 

１ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該建築に係る部分の

床面積と審査を要する既存部分の床面積の合計をいう。 

２ モデル建築物基準とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令（以下この備考において「省令」という。）第１０条第

１号イ(２)及びロ(２)に定める基準をいう。 

３ 誘導仕様基準とは、省令第１０条第２号イ(２)及びロ(２)に定

める基準をいう。 

４ 複合建築物に係る低炭素建築物新築等計画認定申請手数料の額

は、当該複合建築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、住宅部

分についてはその単位住戸の数が一である場合にあっては一戸建

ての住宅と、その他の場合にあっては共同住宅等と、非住宅部分

については非住宅建築物とそれぞれみなして手数料の額を算定し

た場合の当該手数料の額に相当する額の合計額とする。 

５ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定によ

る申出があった場合の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料

（技術的審査を受けていないもの）の額は、低炭素建築物新築等

計画認定申請手数料（技術的審査を受けていないもの）の節に掲

げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額に、４７の項に掲

げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額を加算した額とす

る。 

６ 低炭素建築物新築等計画について、都市の低炭素化の促進に関

する法律施行規則第４６条の２の規定による軽微な変更に該当し

ていることを証明する場合は、低炭素建築物新築等計画認定申請



手数料（技術的審査を受けていないもの）に２分の１を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額）とする。 

                                 」に 

改め、同表１３８の項を次のように改める。 

１３８ 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

４条第１

項の規定

による建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上計画の

認定の申

請に対す

る審査 

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

認定申請

手数料 

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第１

５条

第１

項に

規定

する

登録

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

判定

機関

（以

下

「登

録建

一

戸

建

て

の

住

宅 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ ０

条 第

２ 号

イ 及

び ロ

に よ

る も

の 

 １件につ

き４ , ９

００円 

共

同

住

宅

等 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

延 べ

面 積

３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き９ , ６

００円 

延 べ

面 積

３ ０

１件につ

き２万円 



築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能判

定機

関」

とい

う。）

によ

り、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第３

５条

第１

項各

号に

掲げ

る基

準に

適合

して

いる

と認

めら

１ ０

条 第

２ 号

イ 及

び ロ

に よ

る も

の 

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

延 べ

面 積

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き４４ ,

０００円 

延 べ

面 積

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

１件につ

き８万円 



れた

もの

その

他こ

れに

類す

るも

のと

して

規則

で定

める

もの

（以

下こ

の項

にお

いて

「登

録建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能判

定機

関に

より

認め

られ

たも

の」

とい

う。）

であ

上 

非

住

宅

建

築

物 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ ０

条 第

１ 号

イ 及

び ロ

に よ

る も

の 

延 べ

面 積

３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き９ , ６

００円 

延 べ

面 積

３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

１ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き１６ ,

０００円 

延 べ

面 積

１ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

２ ,

０ ０

０ 平

１件につ

き２６ ,

０００円 



る場

合又

は、

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

１０

条第

１号

ただ

し書

若し

くは

同条

第２

号た

だし

書に

よる

場合 

方 メ

ー ト

ル 未

満 

延 べ

面 積

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き８万円 

延 べ

面 積

が

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 １

万 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き １ ２

７ , ００

０円 

延 べ １件につ



面 積

が １

万 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 ２

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

き１６万

円 

延 べ

面 積

が ２

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 

１件につ

き２０万

円 

登録

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

判定

機関

によ

り認

めら

一

戸

建

て

の

住

宅 

誘 導

仕 様

基 準

に よ

る も

の 

延 べ

面 積

が ２

０ ０

平 方

メ ー

ト ル

未満 

１件につ

き１７ ,

０００円 

延 べ

面 積

が ２

０ ０

１件につ

き１８ ,

０００円 



れた

もの

以外

のも

ので

ある

場合 

平 方

メ ー

ト ル

以上 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ ０

条 第

２ 号

イ

（１）

及 び

ロ

（１）

に よ

る も

の 

延 べ

面 積

２ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き３４ ,

０００円 

延 べ

面 積

２ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 

１件につ

き３８ ,

０００円 

共

同

住

宅

等 

誘 導

仕 様

基 準

に よ

る も

の 

延 べ

面 積

３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き３２ ,

０００円 

延 べ

面 積

１件につ

き５６ ,



３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

０００円 

延 べ

面 積

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き １ ０

３ , ００

０円 

延 べ

面 積

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

１件につ

き １ ５

５ , ００

０円 



ル 以

上 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ ０

条 第

２ 号

イ

（１）

及 び

ロ

（１ )

に よ

る も

の 

延 べ

面 積

３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き６８ ,

０００円 

延 べ

面 積

３ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き １ １

５ , ００

０円 

延 べ

面 積

２ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

５ ,

０ ０

１件につ

き １ ９

５ , ００

０円 



０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

延 べ

面 積

５ ,

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 

１件につ

き２８万

円 

非

住

宅

建

築

物 

モ デ

ル 建

築 物

基 準

Ａ に

よ る

もの 

延 べ

面 積

が ３

０ ０

平 方

メ ー

ト ル

未満 

１件につ

き８７，

０００円 

延 べ

面 積

が ３

０ ０

平 方

メ ー

ト ル

以 上

１ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

１件につ

き１１万

円 



満 

延 べ

面 積

が

１ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

２ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き １ ４

５，００

０円 

延 べ

面 積

が

２ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き ２ ３

５，００

０円 

延 べ １件につ



面 積

が

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 １

万 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

き ３ ０

７，００

０円 

延 べ

面 積

が １

万 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 ２

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き ３ ６

９，００

０円 

延 べ

面 積

が ２

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

１件につ

き ４ ３

３，００

０円 



ー ト

ル 以

上 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ ０

条 第

１ 号

イ

（１）

及 び

ロ

（１）

に よ

る も

の 

延 べ

面 積

が ３

０ ０

平 方

メ ー

ト ル

未満 

１件につ

き ２ ２

７，００

０円 

延 べ

面 積

が ３

０ ０

平 方

メ ー

ト ル

以 上

１ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き ２ ８

４，００

０円 

延 べ

面 積

が

１ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

１件につ

き ３ ６

７，００

０円 



２ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

延 べ

面 積

が

２ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き ５ ２

４，００

０円 

延 べ

面 積

が

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 １

万 平

方 メ

１件につ

き ６ ４

５，００

０円 



ー ト

ル 未

満 

延 べ

面 積

が １

万 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 ２

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 未

満 

１件につ

き ７ ６

２，００

０円 

延 べ

面 積

が ２

５ ，

０ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 以

上 

１件につ

き８７万

円 

備考 

 １ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該

建築に係る部分の床面積と審査を要する既存

部分の床面積の合計をいう。 

 ２ 誘導仕様基準とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１０条第２号イ（２）

及びロ（２）に定める基準をいう。 

 ３ モデル建築物基準Ａとは、建築物エネルギー



消費性能基準等を定める省令第１０条第１号

イ（２）及びロ（２）に定める基準をいう。 

 ４ 複合建築物に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画認定申請手数料の額は、当該複合建

築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、住宅

部分についてはその単位住戸の数が一である

場合にあっては一戸建ての住宅と、その他の場

合にあっては共同住宅等と、非住宅部分につい

ては非住宅建築物とそれぞれみなして手数料

の額を算定した場合の当該手数料の額に相当

する額の合計額とする。 

 ５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第３４条第３項に規定する他の建築物

（以下「他の建築物」という。）に関する事項

（同項各号に掲げる事項をいう。以下同じ。）

が記載された場合の建築物エネルギー消費性

能向上計画認定申請手数料の額は、同項に規定

する申請建築物及び他の建築物（以下「申請建

築物等」という。）ごとにそれぞれ建築物エネ

ルギー消費性能向上計画認定申請手数料の節

に掲げる区分に応じ、当該手数料の額の欄に定

める額を合算した額とする。 

 ６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第３５条第２項の規定による申出があ

った場合の建築物エネルギー消費性能向上計

画認定申請手数料の額は、建築物エネルギー消

費性能向上計画認定申請手数料の節に掲げる

区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額に、

４７の項に掲げる区分に応じ、当該手数料の額

の欄に定める額を加算した額とする。 

 ７ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けなければならない建築物エネルギー消費性

能向上計画について、建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律施行規則第２９条の

規定による軽微な変更に該当していることを

証明する場合は、建築物エネルギー消費性能適



合性判定手数料に２分の１を乗じて得た額（そ

の額に１００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額）とする。 

 別表第１の１４０の項を次のように改める。 

１４０ 建築物のエネル

ギー消費性能の

向上に関する法

律第４１条の規

定による建築物

のエネルギー消

費性能に係る認

定の申請に対す

る審査 

建築物のエ

ネルギー消

費性能認定

申請手数料 

登 録

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

判 定

機 関

に よ

り 建

築 物

の エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

の 向

上 に

関 す

る 法

律 第

２ 条

第 １

項 第

３ 号

に 規

定 す

る 建

築 物

エ ネ

一 戸

建 て

の 住

宅 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ 条

第 １

項 第

２ 号

イ 及

び ロ

に よ

る も

の 

 １件につき

４ ,９００

円 

共 同

住 宅

等 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

９ ,６００

円 

延べ

面積

３０

１件につき

２万円 



ル ギ

ー 消

費 性

能 基

準 に

適 合

し て

い る

と 認

め ら

れ た

も の

そ の

他 こ

れ に

類 す

る も

の と

し て

規 則

で 定

め る

も の

（ 以

下 こ

の 項

に お

い て

「 登

録 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

能 判

１ 条

第 １

項 第

２ 号

イ 及

び ロ

に よ

る も

の 

０平

方メ

ート

ル以

上

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

延べ

面積

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

４４ ,００

０円 

延べ

面積

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

１件につき

８万円 



定 機

関 に

認 め

ら れ

た も

の 」

と い

う。）

で あ

る 場

合 又

は 、

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ 条

第 １

項 第

１ 号

た だ

し 書

若 し

く は

同 条

第 ２

号 た

だ し

書 に

上 

非 住

宅 建

築物 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ 条

第 １

項 第

１ 号

イ 又

は モ

デ ル

建 築

物 基

準 Ｂ

に よ

る も

の 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

９ ,６００

円 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル以

上

１ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

１６ ,００

０円 

延べ

面積

１ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

２ ,

００

０平

１件につき

２６ ,００

０円 



よ る

場合 

方メ

ート

ル未

満 

延べ

面積

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

８万円 

延べ

面積

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上１

万平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

１２７ ,０

００円 

延べ

面積

１件につき

１６万円 



１万

平方

メー

トル

以上

２

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

延べ

面積

２

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上 

１件につき

２０万円 

登 録

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

判 定

機 関

に 認

め ら

れ た

も の

一 戸

建 て

の 住

宅 

モ デ

ル 住

宅 基

準 及

び 仕

様 基

準 に

よ る

もの 

延べ

面積

２０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

１７ ,００

０円 

延べ

面積

２０

０平

方メ

１件につき

１８ ,００

０円 



以 外

の も

の で

あ る

場合 

ート

ル以

上 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ 条

第 １

項 第

２ 号

イ

( １ )

及 び

ロ

( １ )

に よ

る も

の 

延べ

面積

２０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

３４ ,００

０円 

延べ

面積

２０

０平

方メ

ート

ル以

上 

１件につき

３８ ,００

０円 

共 同

住 宅

等 

モ デ

ル 住

宅 基

準 及

び 仕

様 基

準 に

よ る

もの 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

３２ ,００

０円 

延べ

面積

１件につき

５６ ,００



３０

０平

方メ

ート

ル以

上

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

０円 

延べ

面積

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

１０３ ,０

００円 

延べ

面積

５ ,

００

０平

方メ

ート

１件につき

１５５ ,０

００円 



ル以

上 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ 条

第 １

項 第

２ 号

イ

( １ )

及 び

ロ

( １ )

に よ

る も

の 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

６８ ,００

０円 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル以

上

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

１１５ ,０

００円 

延べ

面積

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

５ ,

００

１件につき

１９５ ,０

００円 



０平

方メ

ート

ル未

満 

延べ

面積

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上 

１件につき

２８万円 

非 住

宅 建

築物 

モ デ

ル 建

築 物

基 準

Ｂ に

よ る

もの 

 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

８７ ,００

０円 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル以

上

１ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

１件につき

１１万円 



満 

延べ

面積

１ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

１４５ ,０

００円 

延べ

面積

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

２３５ ,０

００円 

延べ

面積

５ ,

１件につき

３０７ ,０

００円 



００

０平

方メ

ート

ル以

上１

万平

方メ

ート

ル未

満 

延べ

面積

１万

平方

メー

トル

以上

２

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

３６９ ,０

００円 

延べ

面積

２

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上 

１件につき

４３３ ,０

００円 



建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 第

１ 条

第 １

項 第

１ 号

イ に

よ る

もの 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

２２７ ,０

００円 

延べ

面積

３０

０平

方メ

ート

ル以

上

１ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

２８４ ,０

００円 

延べ

面積

１ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

２ ,

００

０平

方メ

１件につき

３６７ ,０

００円 



ート

ル未

満 

延べ

面積

２ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

５２４ ,０

００円 

延べ

面積

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上１

万平

方メ

ート

ル未

満 

１件につき

６４５ ,０

００円 

   延べ

面積

１万

１件につき

７６２ ,０

００円 



平方

メー

トル

以上

２

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル未

満  

  

延べ

面積

２

５ ,

００

０平

方メ

ート

ル以

上 

１件につき

８７万円  

備考 

 １ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、

当該建築に係る部分の床面積と審査を要

する既存部分の床面積の合計をいう。 

 ２ モデル建築物基準Ｂとは、建築物エネル

ギー消費性能基準等を定める省令第１条

第１項第１号ロに定める基準をいう。 

 ３ モデル住宅基準とは、建築物エネルギー

消費性能基準等を定める省令第１条第１

項第２号イ（２）及びロ（２）に定める基

準をいう。 

 ４ 仕様基準とは、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第２

号イ（３）及びロ（３）に定める基準をい



う。 

 ５ 複合建築物に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画認定申請手数料の額は、当

該複合建築物を住宅部分と非住宅部分と

に区分し、住宅部分についてはその単位住

戸の数が一である場合にあっては一戸建

ての住宅と、その他の場合にあっては共同

住宅等と、非住宅部分については非住宅建

築物とそれぞれみなして手数料の額を算

定した場合の当該手数料の額に相当する

額の合計額とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の６０の２の項、６

２の２の項、６５の２の項、６６の項、６８の２の項、８２の項及び８４の項

から８７の項までの改正規定は令和５年４月１日から、同表１２３の項及び

１２４の項の改正規定は同年５月２６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号。以下「改

正法」という。）の施行の日から起算して２年を経過する日（その日までに改

正法による改正後の宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「新法」という。）

第１０条第４項の規定による公示がされた新法第４条第１項の都道府県の区

域内にある改正法による改正前の宅地造成等規制法第３条第１項の規定によ

る指定がされている宅地造成工事規制区域にあっては、当該公示の日の前日）

までの間は、この条例による改正後の佐倉市手数料条例別表第１の１２３の

項中「宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条

第１項」とあるのは「宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律

第５５号。以下１２４の項において「令和４年改正法」という。）による改正



前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条第１項」と、同表

１２４の項中「宅地造成及び特定盛土等規制法第１６条第１項」とあるのは

「令和４年改正法による改正前の宅地造成等規制法第１２条第１項」と読み

替えるものとする。 


